
◆看護職の賃金に関する課題

国民の健康に寄与するため、看護職は質の高いケアを提供することが求められています。
一方、看護職の就業者数は毎年増加しているにもかかわらず、新人から中堅、高齢層にまで続く離職に

よって就業率は減少しています。
病院において、看護職が長期的に定着し、人材の育成、活用をするための人事管理の仕組みとして、賃

金処遇に関する提案をいたします。

◆ 目的

看護職の賃金カーブは、他の医療職と比べて賃金上昇が緩やかになっています。その理由として、病院
における看護部の人員規模や、看護実践能力等に関する標準的なラダーが存在しないため、再就業時に充
分な評価が得にくいなどが考えられます。
さらに、スタッフの看護職を同一の等級に格付けしている国家公務員医療職俸給表（三）を参考として

いる病院は少なくなく、昇進・昇格によるキャリア開発が充分なものとなりにくいことが考えられます。
また、さまざまな調査において、看護職の賃金に関する不満について報告されています。

病院で働く看護職の賃金のあり方に関する考え方（案）について



個々の看護職が担っている役割や能力を評価し、看護現場の組織文化に適した、病院で働く看護職に
とってやりがいや動機付けにつながる、納得感の高い賃金体系を推進する必要があります。
「賃金体系モデル」により、看護職が生涯にわたって安心して働き続けられ、専門職としてのキャリア

を高めることができ、病院としては看護職の定着を促進し、多様な人材の確保・活用を図ることができま
す。
本会は看護職の熟練した知識・スキルや高い専門性などを評価した賃金体系モデルを提案します。

１）人材活用の観点から、担っている役割や専門性等に応じて処遇する「複線型人事制度」により、
個々の看護職が自らのキャリアを見据えて働き続けられる賃金体系が必要と考えています。

２）人材育成の観点から、実践能力、職務遂行能力の評価と連動させた「等級制度」により、個々の看
護職が貢献に応じて処遇される賃金体系が必要と考えています。

提案1.  看護職の賃金体系モデルに関する提案

◆ 「賃金体系モデル」の基本的な考え方



◆ 看護師の賃金体系モデル

■准看護師について

それぞれの病院で看護師の賃金体系モデルを参考にして賃金を決定する。

■保健師について

ラダーが未整備のため、看護師・助産師の賃金体系モデルを参考にして賃金を決定する。

■賃金上昇について

号俸による昇給管理を行い、同一等級にとどまった場合も、勤続による上昇は確保する。

■初号俸について

就業に先行した一定期間、業務にかかわる知識や技術を習得したという認識から、保健師、助産師、看護師の職種、学校・養成所などの学歴に応じた

昇給の額を加えた号俸で賃金を決定する。
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看護師キャリア開発ラダーのレベル例 助産実践能力習熟段階(クリニカルラダー) 

看護実践能力 組織的役割遂行能力 自己教育・研究能力 到達目標
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3. 院内助産において、指導的な役割を実践できる

4. ローリスク／ハイリスク事例において、スタッフに

対して教育的なかかわりができる
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出典：公益社団法人 日本看護協会

◆ 専門職群の各ステップに対応する看護師キャリア開発ラダーのレベルの例、および助産実践能力習熟段階(クリニカルラダー) 

賃金体系モデルの専門職群の１等級から７等級のステップと対応させた適用が考えられます。
専門職群の各ステップに対して｢看護師キャリア開発ラダーのレベル例｣および｢助産実践能力習熟段階(クリニカルラダー) ｣を当てはめた場合、以下のようになります。
ここに挙げた例の｢看護師キャリア開発ラダーのレベル例｣は、 ｢看護実践能力｣ ｢組織的役割遂行能力｣ ｢自己教育・研究能力｣について５段階のレベルで構成したもので
あり、病院ごとにラダーの設定が必要となります。

®

®

®



１）短時間勤務の正規職員に関する賃金処遇

短時間勤務の正規職員の導入を賃金処遇にかかわる取り組みに位置付け、普及を図る。

一定期間、短時間勤務をする看護職について、フルタイム勤務と短時間勤務の勤務形態の変更を下支えする。

（1）基本給はフルタイム勤務の正規職員の労働時間に比例して支給する。

（労働時間短縮分以外の不利益は被らないようにする）

（2）フルタイム勤務と短時間勤務および労働時間の制約※の有無で区分して、例えば、昇給、諸手当の決定、賞与の算定

について、それらの区分に応じた評価をする。

※ここでの「労働時間の制約」とは、夜勤および人員の確保が困難な時間帯（夕刻から夜にかけての時間）や休祝日など

に勤務できないことを指します。

２）夜勤労働に関する賃金処遇

夜勤労働、および夜勤負担に応じた賃金処遇にかかわる取り組みの普及を図る。

夜勤労働については、現行よりも高い評価を賃金処遇に反映させる。

（1）1回あたりの夜勤手当の増額をする。

（2）深夜割増賃金の乗数を上げる。

（3）夜勤回数に応じて手当を増額する。やむを得ず、一定回数以上の夜勤を行った場合は手当の増額もしくは別途の手当てなど

を支給する。

（4）夜勤負担の程度に応じて、昇給の決定、賞与の算定などの評価に反映する。

（5）夜勤専従者については、基本給を下げずに、1カ月あたり所定労働時間を減らす。（上限を月144時間とする）

多様な勤務形態の推進を図るため、短時間勤務の正規職員に関する賃金処遇について検討する必要があ
ると考えています。また、心身面、生活面ともに負担の大きい夜勤労働については、評価を高め賃金処遇
に反映させる必要があると考えています。本会は、以下のような取り組みを提案します。

提案２． 多様な人材を確保・活用するための賃金処遇に関する提案

◆ 短時間勤務の正規職員、夜勤労働に関する賃金処遇の基本的な考え方



◆ 賃金表の有無に関しては、「看護職員の賃金表※がありますか」と質問しており、回答者（看護

管理者）の賃金表に対する認識によって、多義的に解釈される余地があるため、正確さを欠く回答

を引き起こした可能性が考えられます。したがって、本結果の解釈には十分な注意が必要です。

※調査票上では、「賃金表とは、給与明細と異なり、職員の勤続・経験年数や職務・能力等に応じて適用する賃金額を

決めた表を指します」と指示しています。

協会ニュース VOL584 11面に記載の「看護職の賃金に関する課題①」に関する利用上の注意


